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ソビエト電力産業における投資決定＊
目次
I 序
I 需要予測
II 投資決定
森岡 裕
III-1 「計算費用最小法」
III-2 「多目的最適化法」
IV 結び
I 序
- 81-
投資は，将来における供給能力の増大と供給の質および安定性の向上を目的
として行なわれる。したがって投資の方向と大きさは，国民経済の発展方向と
テンポを規定する重要な要因となる。また投資基金は限定されているわけであ
るから，その配分決定に際しては個々の投資案の社会的・経済的合理性が慎重
に検討されねばならない。特に電力部門の場合は資本集約的産業としての特徴
(1) 
が加わるため，投資決定の問題は一層重要性を増す。仮に電力部門で投資が不
適切に行なわれたとすると，巨大な資金と時間が浪費される。それゆえ，適切
なバリアントの選択が重要な課題となる。
生産と消費の同時性という電力経営の特徴も，投資決定に大きな影響を与え
る。他の工業部門と異なり生産物の蓄積（在庫形成）が不可能な電力部門にお
いては，需要が発生した時点でそれを充足する必要がある。言いかえれば，将
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来において需要が増大すれば，それに対応できるだけの生産能力（出力）を備
えねばならない。したがって電力部門における投資計画の立案・決定に際して
は，将来の需要予測が不可欠となる。そこで本稿では，まず長期の需要予測に
ついて検討する。ついで，ソビエトにおける投資決定の方法をみていくことに
する。
I 需要予測
需要予測も含め電力部門の発展の長期予測は，様々な要因によって規定され
る（図ーし参照）。発電用の燃料を圏内の資源でまかなえるソビエトの場合，
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経済発展の目的
物資，フォンド，労
働集約度の動向，労
働資源
世界市場の状況※
科学・技術の発展※
エネルギー資源※
経済発展（産業連関
モデル）
エネルギー需要
（回帰モデル）
エネルギ一戦略（エ
ネルギー・コンプレ
クスのモデ、ル）
結果の分析，シナリオ，提言
の詳細化
図－ 1 30～40年間のエネルギ一発展予測計算の図式
仁二子現在の数学モデル：仁二ト提案，評価，人間による計算：
※一立案されたモデル：一一一情報の主要な流れ：一一一情報の副
次的な流れ（計算の第2段階で考慮）
※※ YIMnAKT （インパク卜）ーモデルの名称（号｜用者）
（出所） 3Hepre丁目KaCTpaHbI 1 pernoHoB, HayKa, 
1988, c. 17. 
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他の国ほどには国際市場の動向に影響されないが，その変化を無視してエネル
ギ一政策を立案することは考えられなし」科学・技術関係の施策は労働の電力
装備度や製品の電力集約度の問題と関連し，それは電力需要に大きな影響を与
える。また経済全体の発展テンポは，電力部門の発展テンポを規定すると同時
に電力に対する需要の動向を規定する。
このように電力需要を左右する要因は多様であり，相互に関連しあっている。
そのなかで決定的なものは，各部門の産出高とそこにおける電力集約度である。
その関係は，以下のように示される。
3t ニ~ (ITrt 3γt）十 3tH ＋~（HtNmt)
ここで， L一国民経済全体の電力需要： ITr一品目 γの製品の産出高： 3付
一品目 γの製品 1単位の産出のために消費される電力： 3tH＿計画外の電
力消費； Ht一入口； Nmt一生活関連および公益サービスm（照明，給食，動
力，温水供給等）に関連する住民1人あたりの電力消費
科学・技術発展による効率化や省エネ施策によって工業部門全体としては電
力集約度は低下傾向にあるが，製鉄部門や鉱業部門では電力集約度は増加傾向
にある（図－2，表－1，参照）。工業部門はソビエトの電力バランスの約60%
を占めるだけに，その影響は大きなものがある。また電力バランスの15%を占
める生活関連の需要も，ソビエトが家電を中心にした消費社会に入っていけば
当然増大することが予想される。
II 投資決定
III-1.「計算費用最小法」
投資・建設は巨大な資金と時間を要するものであるから，それが不適切に行
なわれると，社会的に大きな浪費となる。したがって投資案の選択・決定に際
しては，各バリアン卜の有用性が慎重に検討されねばならない。
投資案の比較・検討に際しては，経済性だけでなく社会的効果も考慮、されね
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電力集約度
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図－ 2 各工業部門の電力集約度の動向
1一化学： 2－製鉄： 3一燃料：
4－工業部門全体の平均： 5一機械製作および金属加工
（出所） 口O)lpe)l. l.r. )f(11Mep11Ha, 
CospeMeHHb1e npo白eMbl3HepreT11K11, 
3HeproaTOMtt3且aT,1984, 1984, C. 214. 
ばならない。具体的には，安全・衛生面の向上，環境の保全，供給の質と安定
性といった項目である。これらの問題は，費用や時間といった問題と同様に重
要な意味をもっ。ただ費用や時間といった問題と比べて，これらの項目は計量
化が困難である。そのため，これらの問題は制約条件として追加されるか，バ
リアントの比較のための前提条件として提示される。実際に電力部門では，以
下のような前提条件が課せられている。
① 各バリアントは，技術的に対比可能で相互代替的であること
② 各ノてリアントのエネルギー供給上の効果が同じであること
③ 各ノてリアントの実行にともなう環境汚染の程度が同じであること。また
は，環境保護施策に要する費用を考慮、したものであること
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表－1 製品 1単位の生産に消費される電力
門 1980 1985 1986 
電気鋼（キロワット時／トン）
ノルマ 686 705 715 
実際 692 723 723 
市場向け鉄鉱石（キロワット時／トン）
ノルマ 69 83 85 
実際 70 83 85 
石炭採取（キロワッ卜時／トン）
ノルマ 42 49 50 
実際 43 50 51 
石油の採取（キロワット時／トン）
ノルマ 35 51 61 
実際 36 51 61 
石油の加工（キロワット時／トン）
ノルマ 30 33 33 
実際 29 33 34 
カーノてイド，カルシウム（キロワット
時／トン）
ノルマ 3081 3114 3134 
実際 3110 3161 3081 
セルロース（キロワット時／トン）
ノlレマ 653 672 674 
実際 648 674 675 
列車の電気牽引（キロワット時I1万ト
ンキロメートル）
ノルマ 128 126 125 
実際 127 124 123 
（出所） Hapo,ltoe X03胡crnoCCCP B 1988 r. 
c. 312～ 313. 
④ 稼動体制を規定する要因が考慮されていること
⑤各バリアントは，安定性に関して同等であること
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1987 1988 
720 720 
720 722 
87 88 
85 88 
51 53 
52 53 
67 64 
66 64 
34 34 
34 35 
3093 3177 
3190 3280 
675 676 
675 676 
125 125 
125 124 
⑥ 各ノfリアントの比較に際して，計算方法，準拠情報の確実性，価格水準
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の同一性が順守されていること
上記の条件は安定性や環境保全といった質的な項目を示しており，これらの
条件をみたすノfリアント同士は質的に同格ということになる。また計算方法や
そのもとになる評価単位の共通性が，バリアント間の比較を保障する。したが
ってこれらのバリアントは，費用の大きさによって優劣を判定することが可能
となる。
投資案の決定方法としては，資本費用と操業費用を合わせた計算費用
( np1melleHHb1e 3aTpaTbI）を算出し，その最小のものを選択するという方法がと
られている。
（計算費用）
3 i＝九＋E11Ki一→min (1) 
ここで， 3i-i番目のパJアントの計算費用： EH一投資の相対的標準効率
係数（= 0 .12) ; Ki-i番目のバリアントの投資額：比－i番目のバリア
ントの年間生産費
ここでは， EHとして0.12が採用されている。その意味は， 1単位の投資を追
加すれば， 0.12単位の効果（費用削減，収益）がもたらされるべきだというこ
とである。言いかえれば，ある部門がそのような資本を 1単位投下するという
ことは， 0.12単位分の効果をもたらす機会を社会からうばってしまうことにな
る。それゆえ， E11Kが社会的費用として計上される。このようにして算出され
た計算費用が最小のものが，最適なバリアントとして評価される。
EHの値は，限られた資金を配分する際の基準として機能する。それゆえ，そ
の値の決定は重要な意味をもっo国民経済のすべての部門や地域に共通のEHを
定めるかどうかは現在も決着がついておらず，部門やプロジェクトに応じて異
なった値が定められている。電力部門の場合，上記のように0.12が基本的に用
いられ，新技術の利用や設備の近代化・自動化に関しては0.15が，水力発電所
および原子力発電所については0.1が採用されている。これは，資本集約度の高
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い水力発電所や原子力発電所の特徴を考慮、して低い EHの値を定めたものであ
る。このような措置は，資本集約的なバリアントが計算上不利にならないよう
に配慮するという一面もあるが，他方では，計画当局の主観的な好みが投資決
定にもちこまれることにもなりかねない。なぜなら，当局が好ましいと思う分
野に低いEHを設定すれば，そのようなバリアントの計算費用は低くなり，好ま
しいバリアントとして選択される可能性が高くなるからである。
ところで，上述の方法は EHが適切に設定されているかぎり，最も経済的・合
理的なバリアントの選択を保障するとされる。だが，（1）式をそのまま適用でき
るケースは非常に限られている。なぜなら，（1）式の前提は，投資は l回きりで，
建設は 1年以内に完了し操業費用は不変とされているからである。これは，実
際の投資・建設活動とはかなりかけはなれている。現実には，建設は数年間に
わたりその聞に何回か資金が投下されるD さらに，完成前に部分的に操業・稼
動することもおこりうる。また同じ l単位の投資額でも， 10年前のそれと，現
在あるいは10年後のそれとは等価ではない。したがって投資案の比較・検討に
際しては，時間要因を無視することができない。
時間要因を考慮、した計算費用の算出方法はいくつかあるが，そのなかで広汎
に採用されている方式の 1っとして次のようなものがある。
（年間計算費用）
T 
3T二 P1~ (Kt+ l1 t) (1 + P2) T-t十日H (2) 
ここで， 3T一建設完了期の年間計算費用（e)f{erollHbie日開Be脱出bie3aTpaTbI) 
P1一投資効率係数（標準方法体系によれば0.12): P2－標準還元率
( HOpManrn np1me11eHUH ：標準方法体系によれば0.08) : Kt一 t期の投資
額；比一t期の年間操業費： YIH一正常稼動期の年間操業費（不変）
(2）式は，以下のように現実の投資・建設活動に近い状況を想定している。
①建設期間はT年間
② その聞に，資金を何度か投下
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③建設期間中に部分稼動
④ 建設完了後は正常稼動
⑤ 還元（np1.mecT11）する時期は，建設完了期
T 
~（Kt+ Ylt) ( 1 +P2)T-tは，T期にわたって投下された資金と部分的稼動に
要した費用を P2をもとにした複利計算によってT期（建設完了期）に還元した
ものである。それに P1をかけることによって， T期における年間資本・部分稼
動費用が算出される。そして，正常稼動費用（Ylt）を加えることによって建設
完了期の年間計算費用が算出される。したがって，長期にわたって資金を凍
結（3aMopa)l{11Bam1e Kam1rn1m）するプロジェクトの計算費用は高くなる。これは，
経済的・社会的にみて合理性がある。なぜなら資金は限定されているのだから，
特定のプロジェクトがそれを長期間拘束するということは，他の有益な用途に
資金を投下する機会を社会からうばうわけであり，それに対してはしかるべき
費用が計上されねばならないからである。これによって，投資基金の浪費や不
必要な凍結に歯止めをかけることが可能となる。
これまでみてきた方法は，投資決定に際してソビエトで実際に用いられてい
る計算費用最小法（Ml1H11MYM 日p11Be}leHHb!X 3aTpa T) という伝統的な方式である。
これは，質的な要因（安定性，環境保全等）を制約条件あるいは比較に際して
の前提条件としたうえで，資本費用と操業費用をあわせた計算費用が最小のバ
リアントを選択するというものである。これに対して，費用以外の要因も目的
関数に入れて考慮すべきであるという主張も存在する。そこで，次にオコロコ
フらの主張する多目的最適化法（MHoroueJieBUHOflTl1Ml13aU11H) について検討する。
III-2.「多目的最適化法」
計算費用方式のもとでは，目的関数に入る指標はすべて貨幣で表現されねば
ならず，質的指標（供給の安定性，環境汚染等）を目的関数に入れようとする
と，それらを経済的に評価する必要が生じる。そこで，以下のような2方法が
提示される。
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① 一連の指標（安定性，電力の質，汚染の程度）に関して対比されるパリ
アントが等しくなければ，それらの差異をうめあわせるのに必要な支出を
計算費用のなかに計上する。あるいは，基準からの偏差による経済的損失
を計上する。
② いくつかの要因に対しては，その要因「 1単位（el即日目）」の達成に要す
る「料金（nJiarn）」という形で価格表示を付与する。
しかしながら上記の諸要因は基本的に価格表現をもっておらず，またそれら
を価格表示する安定的方法がないために，現実には制約条件のなかで考慮する
しかないとオコロコフは指摘する。したがって費用以外の要因を目的関数に入
れてバリアントの比較を行なうためには，多目的法を採用するしかないという
ものである。そこで，多目的法によるエネルギー・システムの出力構造決定（投
資決定）について検討する。
まず多目的法による出力構造決定の基本的手順および定式についてみると，
それは次のように示される。
(1) 目的の設定，設定された目的の達成に関する各設備（発電所）の影響力
を評価する基準の選択および選択された目的と評価基準の独立性の検証
(2) 設定された個々の目的および目的全体の達成に関する各設備の貢献度を
もとにした各設備の総合有効性の分析
(3) 上の分折をもとに，各設備の総合有効性の算出
(4) エネルギー・システムの将来の出力構造の選択に関する最適モデルの目
的関数の係数として，各設備の総合有効性を採用
(5) エネルギー・システムの出力構造の最適ノてリアントの計算，算出された
解に関する信頼度，安定性，感度分折の遂行および最終的な解の決定
3 k ＝ ~VnXn一→max
n 
害ぬよ凡手Wnf孟Wf,Xn豆Nnnpell,Wn豆昨今日附， Z平均んら豆
n ; 
Bmnpell, ~Xnkn 三五 Knpell,
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ここで，：：hー設定された諸目的の達成に関する総合有効性指標； Vn一第n
タイプの発電所の総合有効性；均一第nタイプの発電所の導入総出力：
Xnr一昼夜負荷グラフの第／ゾーンにおける第nタイプの発電所の利用出
力：仇第nタイプの発電所の総発電量：院「昼夜負荷グラフの第f
ゾーンにおける第ηタイプの発電所の発電量： h,V1一昼夜負荷グラフの
第／ゾーンにおける負荷と電力需要の大きさ； bmJー 第／ゾーンにおける
第m種類の燃料の単位消費量（燃料消費量I1 kwhー ヲ問者） ; kn－第nタ
イプの発電所の出力 1単位あたりに対する投資額； N印pe11' Wn npe11 , Bm 
npe11 , K 1pe1 －第ηタイプの発電所の出力と発電量の上限，第m種類の燃
料の消費量の上限および計画期における投資額の上限； Tn.r一昼夜負荷グ
ラフにおける第／ゾーンの継続時間
上述の定式は，生産能力と資源の制約および負荷充足の条件のもとに，複数
の目的の達成に関する総合有効性指標（3 k）の最大化をはかるものである。そ
の際，決定的な意味をもつのは各タイプの発電所の総合有効性（vn）である。
なぜなら，総合有効性の大きなタイプの発電所の出力をより多く導入するほど，
目的関数の値が大きくなるからである。したがってVnがいかにして，あるいは
いかに適切に決定されるかということが非常に重要になってくる。そこで， u
の決定方法と出力導入順序（投資の配分）の決定についてみていく。
（各設備の総合有効性の決定方法）
1 設定された目的ごとに，各種設備の有効性を対比した行列〔A〕の作成
（「建設期間および、稼動開始期の最短化の達成Jに関する各設備聞の有効性
の対比行列については，表－2.参照）
2 目的聞の重要度を対比した行列〔B〕の作成
3 各目的ごとに，各設備の有効性を算出
Av＝λ。v
ここで， λ。一行列Aの最大固有値； V一行列Aの最大固有値λ。に属す
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る固有ベクトル
なお，以下のように標準化
明 一一一一一－~ vki= 100, i= 1, n, 
k=l 
k= 1, m 
ここで； vki-i番目の目的の達成に関するk番目の設備の貢献度を
表わす影響力係数
表－2 「建設期間および、稼動開始期の最短化の達成」という目的に関する発電所聞の
有効性の対比行列
発電所の 基礎負荷用 基礎負荷用 A3C 「T3C 「3C 「A3Cタイプ 石炭 K3Cガス K3C
基礎負荷用
1 0.5 4 0.125 5 3 
石炭K3C
基礎負荷用
2 1 5 0.143 6 4 
ガス K3C
A3C 0.25 0.2 1 0.111 3 0.5 
「T3C 8 7 9 1 9 8 
「3C 0.2 0.167 0.333 0.111 1 0.25 
「A3C 0.333 0.25 2 0.125 4 1 
半ピーク用石
5 4 7 0.2 7 6 炭K3C
K3C－復水型火力発電所； A3C－原子力発電所；「T3Cー ガスタービン
発電所； 「＇3C一水力発電所； 「A3C一揚水発電所
※ 評価は 0（最低）～9（最高）点でなされる。（引用者）
（出所） vl..M. ApTKm1Ha, B. p. 0KOPOKOB, MeTO)lbl TeXHf1KO・
9KOHOM11可ecKoroaHaλ113a B 9HepreT11Ke, HayKa, 
1988, c. 236. 
半ピー ク用
石炭K3C
0.2 
0.25 
0.143 
5 
0.143 
0.167 
1 
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4 同様にして目的自身の重要度を示す係数の決定
BwニλmaxW 
~ wi=lOO 
5 設定された目的全体の達成に関する各設備の影響力を示す総合有効性の
決定
マh ニ ~wivk,
上述の手続きによって，複数の基準で測定した各設備（発電所）の総合的な
好ましさ（む）が決定される。ついでこの値にもとづいて，エネルギー・システ
ムの出力構造が段階的に決定される。まず最初に総合有効性（マk）が最大の設備
が選択され，そのタイプの設備の最大可能導入量（Ni）と計画されている総出
力増加分 （N玄）が対比される。仮に Ni>N~ でかつ制約条件が充たされておれ
ば，計画出力増加分はすべて j 番目の設備によって充足される。他方， NiくN~
の場合は，不足分の充足のためにむの値が第2位の設備が導入される。順次，
N~ が充足されるまでこのような手続きをくりかえし，出力構造を決定する。こ
のような手順で投資を決定することによって，設定された目的全体の達成に関
する総合有効性指標（3 k）の最大化がはかられる。
多目的法は，費用以外の項目も目的関数に含めて総合有効性を基準に出力構
造の決定を行なう。では，その決定は費用最小法による結論とどのように異な
るのであろうか。これについて，オコロコフの行った試算をみていくことにす
る。
2つのそれぞれの方法にもとづく計算によると，基礎負荷部分を原子力発電
所でカバーしピーク負荷部分を揚水発電所でカバーするという点では結論が一
致している。ただ，多目的法のほうが，費用最小法に比べてより多くの原子力
発電所と揚水発電所の導入を提示している点が異なる（表一3，参照）。また多
目的法の結論は，nrY（蒸気ガス発電機）の導入に消極的である。このような結
論の差をうけて，オコロコフは多目的法を以下のように評価している。
「検討された合同エネルギー・システム（03 C）の出力構造の決定に関
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表－3
(a) 各発電所の総合有効性
発電所 総合有効性
基礎負荷用K3C 5.34 
半ピーク用 K3C 10.33 
A3C 29.03 
「T3C 10.57 
日「Y 11.84 
「A3C 32.89 
※日I~Y －蒸気ガス発電機（号問者）
(b) 各発電所の導入出力値の変動と数学的期待値
3え、 動 域
数学的期待値
発電所の ギガワット
タイ プ 計算費用最小法による値 多目的最適化法による値
（口0 3n) （口0 3K) 日03日 日03K 
ギ、ガワット % 。 。 0.1 。
基礎負荷用 K3C 0.0-1.2 0.0-1.3 。 。 0.1 。
A3C 16.7-48.4 16.4-64.4 42.ト-60.6 44.8-85.。39.8 51.1 
日「Y 8.8 53.4 12.8-57.。0.0-31.4 0.0-33.5 22.2 12.0 
「A3C 2 1-20.3 3.1 21.6 10.3-20.4 15.0-21. 7 12.5 15.9 
「T3C 0.0-15,2 0.0-22.3 。 。 4.1 。
（出所） TaM )!(e, c. 246～ 247. 
して，原子力発電所の効率的な利用と機動性の高い発電設備の早期導入に関
するソビエト・エネルギー・プログラムの結論によく一致しているのは，設
定された諸目的の達成に関する総合的有効性指標にもとづく方法（多目的法
のこと－引用者）であることは計算結果から明らかである。」
これまで多目的法による投資決定（出力構造決定）についてみてきた。それ
は，オコロコフによれば，エネルギー・システムの最適出力構造を決定するに
際してよりすぐれた方法であるとされる。確かに貨幣表示が困難な質的要因も
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考慮した決定方法というのは，投資決定の 1つの方法である。また目的聞の重
要度（各目的のウエイト）を考慮することによって，最近重要な問題となって
いる環境保全についても解決の可能性を与える。例えば，諸目的のなかで環境
保全という目的に高いウエイトが設定されればは七輪的に言うと，環境保全と
いう科目に高い配点が与えられると），環境保全に有効な設備（環境保全という
科目が得意な受験生）が選択される可能性が高くなる。なぜなら各設備の総合
有効性（むこ呂町制）の算出に際して，君wi（＝酬のなかで〔ω環境〕の占
める割合が高くなると，環境保全の達成に関する有効性〔vk環境〕の高い設備が
有利になるからである。このように，多目的法は社会的に好ましいバリアント
を選択する方法となる可能性がある。だが現実に費用最小法にとってかわるこ
とができるよりすぐれた方法であると判断するには，問題がある。
まず第 1に，目的ごとに各設備の優劣を対比した行列〔A〕の合理性である。
オコロコフが例示している「建設期間および、稼動開始期の最短化の達成」に関
する発電所間の対比行列（表－2，参照）の場合は，あまり問題がない。なぜ
なら，各発電所の建設期間については標準的な時間が知られており，その長短
によって各発電所聞の優劣を客観的に判定するのは比較的容易である。だが，
環境保全や社会的快適さといった目的に関して各発電所聞の優劣を客観的に判
定するとなると困難が生じる。例えば，原子力発電所のクリーンさと安全性を
支持する人であれば，環境保全の達成という目的に関して原子力発電所に高い
評価を与えるであろうが，原子力発電の安全性に懐疑的な人は低い評価を与え
るであろう。環境保全や社会的快適さという視点、から，いまだに完成・成熟し
ていない技術である原子力発電所を評価しようとすると，立場のちがいによっ
て全く異なった判定がでてくる。言いかえれば，これらの目的に関する発電所
間の相対的な優劣は，審査員（ 9KcnepTbr ）の価値判断に委ねられてしまう。
原子力発電所問題は l例であり，この他にも水力発電所の建設による土地の
水没や生態系の変化，発電所職員や地域住民の安全と快適さの確保といった標
準化や客観的な評価が困難な事項は少なくない。そうなると，環境保全や社会
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的快適さといった目的に関しては，各発電所聞の相対的優劣を示す行列は客観
性を欠いたものとなりやすく，そのような行列にもとづいて算出されるこれら
の目的の達成に関する各発電所の有効性〔vk環境： vk快適さ〕も客観性を欠く。し
たがって，各発電所の総合有効性（マk）の客観性も疑がわしいものとなる。多目
的法のもとでは投資決定においで判定の基準となるのはれでもあるから，その値
の合理性が失なわれると，そこでの結論も根拠のないものとなる。
第2に，設定されたすべての目的に関して各発電所間の優劣を示す行列がす
べて客観的・合理的に決定されたと仮定しでも，選択方法についての問題があ
る。オコロコフによって示された選択方法にしたがうと，総合有効性（vk）が第
1位となった発電所が選択され，そのタイプの発電所の最大可能な導入出力数
が検討される。計画出力増加分がそれによって充足された場合， （N;>N'2.) 
は，そのタイプの発電所だけが導入され，計画出力増加分がそれによって達成
されなかった場合（N;くNヱ）のみ，第2位以下の発電所が導入される。この場
合，第 1位の発電所と第2位以下の発電所の九の差が大きければ問題はない。
明らかに総合有効性でまさる発電所の出力を可能なかぎり増大させるというの
は，合理的なことである。だが，その差がわずかであった場合，第1位となっ
た発電所の出力を最大可能なかぎり導入し，不足が生じた場合にのみ第2位以
下の発電所を導入するというのは，合理的な出力構成の決定方法として疑問が
残る。確かに昼夜負荷グラフのゾーン別の需要充足 （~Xnf孟丹： 2 院if孟防シ）
という制約が課せられているので，エネルギー・システム全体としての電源構
成がバランスを欠いたものとなる危険性はない。だが，たとえ特定ゾーンだけ
にしても，第1位の発電所と第2位以下の発電所のれに大差がなかった場合，
れが第1位の発電所を優先的に導入するというのは，出力構成の決定方法とし
て適切とは言いがたい。むしろむの値をもとに，複数のタイプの発電所を組み
合わせて負荷を充足させるほうが好ましいと言える。
最後にオコロコフ自身による多目的法の評価についてみると，これもあまり
説得力があるとは言えなし瓦。費用最小法による計算結果との対比において，現
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在のソビエトのエネルギー・プログラムの方向により合致した解を出したのは
多目的法であるということによって，多目的法の優位性を示唆している。だが
本来投資決定法というのは，よりよいバリアントや政策を選択するための判断
基準として考案・改良されていくものである。言いかえれば，投資決定法は正
しい解答を得るための手段である。それゆえ，現在のソビエトのエネルギ一政
策が適切か否かを判定するための基準・手段として，あるいは最適なエネルギ
一政策を選択するための手段として投資決定法が存在するのである。それを，
現在のソビエトのエネルギー・プログラムの内容により合致した解を出したか
ら多目的法はよりすぐれた方法であるというのでは，論理が逆である。なお，
すでに述べたように，目的によっては各発電所聞の優劣を示す行列〔A〕の決
定は，審査員 (3KcnepTb1) の価値判断に委ねられている。したがって，仮に原
子力発電所に対して悲観的な前提にたって対比行列〔A〕を決定すると，当然
ながら原子力発電所のちは低くなり，表－3とは全く異った解が出る。この点
からも，現在のソビエトのエネルギ一政策との合致を理由にして多目的法の優
位性を主張することは根拠に欠ける。
IV 結び
本稿では，ソビエトの電力部門における投資の決定方法を検討してきた。投
資は巨大な資金と建設期間をともなうものであり，投資決定が不適切であると，
社会的に大きな浪費となる。この点は，経済体制のちがいには関係がなし」そ
れゆえソビエトにおいても，最適な投資案を選択する方法が考案され改良され
てきた。
現在実際に用いられている方法は，計算費用最小法である。これは，時間要
因を考慮、して一定の時点、に資本費用と操業費用を還元（np1rnecrn）し，その和（計
算費用）が最小のバリアントを選択するという方法である。
これに対して，費用以外の質的要因（安定性，環境保全等）も制約条件では
なく目的関数に入れてバリアントを比較・検討すべきであるという主張がある。
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この方法（多目的法）の長所と問題点はすでに述べたとおりである。ただ最後
に，この方法が実際にソビエトにおける投資決定方法として採用されるための
条件について簡単にふれておく。
今後，ソビエトにおいても電算機の導入・改良が進展するであろうから，計
算に要する費用と時間はかなり節約されるであろう。これは，多目的法にとっ
て有利な環境である。だが，多目的法が現実に導入されるためには，解が短時
間で出るということ以外に，その解の客観性が保障されることが必要である。
したがって，多目的法で設定された諸目的の達成に関して判定される各発電所
の評価が，費用という客観的要因によって判定された結果と同程度の客観性を
もつことが必要になる。逆に言うと，それが保障されないかぎり，費用最小法
にとってかわることは困難である。
※ 本稿作成にあたり，菊田健作先生，長久良一先生および日水俊夫先生から
貴重な御助言をいただし〉た。感謝の意をあらわしたい。
（注）
(1) 1988年における電力部門への投資額は71億ループルで，これは，工業部門
全体に対する投資額の8.9%にあたる。なお燃料・エネルギ一関連の投資を合
わせると635億ルーブルになり，工業部門への投資額の79.8%になる。
Hapolllme X03兄HCTBO CCCP (B 1988 r.，）・φl!HaHCbl 1 CTaTHCTHKa, 1989, c.356. 
参昭。
(2) A.A 6ecrnHcK11i1. 10.M.KoraH, 3KOHOM11uecK11e npo6JieMbI 3JieKTp11仰Kau11,
3HeproaTOMH31laT, 1983，参照。
(3) TaM )Ke, c.99. 
(4) 今後30年間におけるエネルギー消費と国民所得の関係の客観的傾向を示す
ものとして，次のような式が示されている。
3=10.5H 
- 97 -
98 -
ここで， 3－最終エネルギー消費： H一国民所得
ムE=l.35・ムH
ここで，ムE－電力消費の増加：ムH一国民所得の増加
3HepreT11Ka CTpaHbI 1 per110Hos, HayKa, c.45. 
(5) A.且.Ka可aH, H.8 
Te日λOBblX 3λeKTPl1可ecK11x crnHu1111, Bbl山3品山a兄 山KOλa,1983, c.15～19.参照。
(6) A.A.4epHyx附， IO.H.中JiaKcep九1aH,3KOHOMl1Ka 9Hep「eT1K1 CCCP, 
311eproaTOMl131taT, 1985, c.238. 
(7) 国民経済の全部門に関して，共通のEHの設定をもとめる論拠は，以下のよ
うに示されている。
n 
min ~ Vf 1 
~K=K 
F＝ ~Ni十 λ （~K「 K)
ここで，比一第i部門の年間操業費用： K；一第i部門の投資額： λ－未
定乗数
これの導関数をとり，それをゼロに等しいとおくと：
δFδ 「n l 一＝ - I~ (Ni＋λK) I 
δK aKi Lz'=1 J 
二 J仁（VIi ＋λKJ=O dK,-
したがって最適条件は：
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、?
? …
?
?
????? ?
?
．
－λは，追加投資の効率（費用削減）を示す。したがって国民経済の全部
門に共通の標準効率係数を設定することが，国民経済全体にとっての最適化
（費用最小）をもたらす。だが，ある部門から他の部門への生産手段の移転
の困難さ（制約）といったことを論拠として， EHの差別化を支持する見解も
存在する。
Jl.日.na11,apKO, r. 6. neKe.Jll1C, 3KOHOMl1Ka 9.JleKTp09HepreT!14eCKl1X Cl1CTeM, 
8bILLI3H山加山KOJJa,1985, C. 128～130.参照。
現在，EHの値として国民経済の全部門に対して基本的には0.12が採用され
ているが，各部門の特殊事情によって0.08～0.25の範囲で異なった値をとる
ことが許されている。
日01. pe1.「.A.Er11a3ap兄Ha,A.r.OMapOBCKOro,3KOHOMl1Ka cou11aλ11CTl1可ecK11x
叩OMbl山JieHHocrn,MrY, 1988, c. 51.参照。
(8) A.A. 4epHyx11H, IO. H.φJiaKcepMaH, YKa3. co4. c. 236. 
(9) B. YI. JleH11cos, TexH11Ko・3KOHOMl14eCKl1epac可eTbIs 3HeprernKe, 3HeproaTOMl13.ll.aT, 
1985, c. 16，参照。
(10) TaM )f{e, c. 16, 29. 
なお， Pの下の添字（ 1' 2）は引用者が付した。
(1) 実際に資金の浪費が防げるかどうかは，また別の問題である。
「今日のソ連邦」， 1990，第2号， 30～35ページ参照。
(12) YI. M. ApT10r11Ha, B. P. 0KopoKos, MeTO.ll.bI TexH11Ko・3KOHOM附 ecKoroaHaJI113a s 
3HeprernKe, HayKa, 1988, c. 42. 
(13) TaM悶， c.42～43. 
(14) オコロコブは，方法論的にみて，不足する資源・労働力の利用，環境への
有害物質の投棄の程度および住民の社会的快適さの程度は，目的関数に入れ
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るべきであると主張している。
TaM )f{e c. 41. 
(1日 TaM附， c.240～241. 
(16) TaM )f{e, c. 234～235.参照。
(17）例として，以下のような目的が示されている。①電力供給の安定性の最大
化；②投資の最小化：③年間経費の最小化：④調整ゾーンの最大化：⑤操業
に際しての労働支出の最小化：⑥不足しているエネルギー資源支出の最小
化：⑦建設期間および稼動開始期の最短化；③環境に対する否定的作用の最
小化
TaM n<e, c. 235. 
(18) TaM )f{e, c. 238～239.参照。
(1助 TaM)f{e, c. 250. 
工E 言呉 選乏 （富大経務総集第36巻第l号）
寅 行 誤 正
3 1 第 1図 コミュ態チケーション コミュ態ニ度ケーション8 以後の度 以後の
32 23 提示している。斗ど 提示している。込己
’一33 6 される。三ぷ される。
35 4 被叡者は 被験者は
88 9 Kam1Ta.n.a Kam1Ta.Jia 
97 1 8 i_B 1 9 8 8 r., l B 1988r, 
97 20 3KOHOMHU8CKI18 8KoH9MHqecKl18 
8 311eproaTOMI13瓦aT 3.!;!.eproaToMHs.D;aT j ・回
22 L・ 立問の L . l聞の
I 1 1 6 I 1 9 リース支払と リース経支払と
